
 

i-Construction施工による生産性向上推進本部 

第６回 会議 
 

                      日時：平成 31年４月３日(水) 13:30～15:00 

                      場所：機械振興会館 地下３階 Ｂ３－６会議室 

 

議事次第 

 

１．開会  

 

２．議題  

１）「ICT導入協議会」における JCMA提言について 

２）情報化施工委員会（ＷＧを含む）の活動状況報告 

３）その他 

 

３．閉会  
 

 

【配布資料】 

（資料）：i-Construction施工による生産性向上推進本部(第６回) 

参考資料 1：ICT導入協議会（第７回）H30/７/26(木)開催 資料－４ 

参考資料 2：ICT導入協議会（第８回）H31/３/１(金)開催 資料－１ ～ 資料－５ 

参考資料 3：報道発表資料 H31/３/12「i-Conの取組をリードする事務所を決定(略)」 

参考資料 4：報道発表資料 H31/３/12「H31国交省 土木工事の積算基準等の改訂(略)」 

参考資料 5：建設機械に関する技術指針 

参考資料 6：JCMA情報化施工委員会 委員名簿（2019/3/31現在） 
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URL
1 http://psgsv2.gsi.go.jp/koukyou/public/uav/index.html 
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3-2
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ＩＣＴ導入協議会（第７回） 

 

日時： 平成 30 年 7 月 26 日（木）15：00～17：00    

会場： 機械振興会館 ６階 ６－５５、６－６６会議室 

（住所：東京都港区芝公園３丁目５－８） 

 

議 事 次 第 

 

開 会 

 

１．ICT 活用工事の実施状況 

 

２．ICT の全面的な活用に向けた取組 

 

３．地方普及展開に向けた取組 

 

４．業団体からの意見 

 

５．その他 

 

参考資料１

参考資料１－1

kajita
長方形

kajita
線



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

業団体より頂いた意見

資資料－４

意見 対応案

1 ＩＣＴ施工に関わる人材育成について
・ＩＣＴ施工の推進では新たな基準類が継続して策定されており、発
注担当者においても知識、技術の継続的向上と知見を持つ要員の
増加が必要です、講習会・研修会のレベル別開催など取組を望み
ます。 （日本測量機器工業会）

＜講習会の充実＞
（国交省の講習会取組み）
・H30年度も地方整備局が主催・共催する研修・講習会を開催し、以下について積極
的に取組んで参ります。
・直轄及び地方自治体の職員を対象とした講習会の充実
・入門、実践など受講者のレベルに分けた講習会を拡大
・ｉ-Construction各段階毎の講習会実施
（3次元測量、3次元データ作成、ICT建設機械、出来形管理等）

・学生を対象とした講習、講座の開催

＜地方普及展開に向けた取組による､情報提供＞
・ICT活用のメリットを中小施工業者に広めるべく、H29年度より地方への普及展開を
図るため現場支援型モデル事業実施。
「効果や注意点・リスク」の事例を収集し、提供予定（9月中）

・現場支援型モデル事業では以下の支援を行う
現場条件を踏まえ、施工者とICTを活かせる工程計画の検討
3次元設計ﾃﾞｰﾀ作成、3次元データの施工活用方法を指導、地域の建設業者に
受講機会を確保、ICT活用工事の基準類への理解を深める、技術講習会を開催
（施工者及び地方自治体の発注者を対象）、活用効果の報告会によりＩＣＴ活用
メリットの周知

・今年度より地域のICT施工専門家育成を目的として、地方自治体発注工事を支援
している建設技術センター等の参加を推進

・ICT施工の導入効果は、発注者の理解度の影響が大きい。今後、
自治体を含め広く導入した際、「発注者側から二重管理を求められ
受・発注者双方の手間が増えた」等の問題発生が懸念される。これ
は、発注者メリットや阻害要因の理解不足と想像されるので、監
督・検査職員の講習を充実して頂きたい。

（日本建設機械施工協会）

・測量や3Ｄデｰタ作成等、i-Construction全工程の実際について、1
週間程度の教育機会の提供と補助 （日本建設機械レンタル協会）

・本年度もＩＣＴ舗装の普及を目的とした「ｉ-Construction技術講習
会」「ICT舗装現場見学会」を実施する、昨年より開催回数を増やす
予定であり協力をお願いします。 （日本道路建設業協会）

・全国建産連は、各地の県建産連、協会等建設業団体と共同してド
ローン利活用のための基礎的人材の育成を推進して参ります。ご
理解、ご協力、積極的なご参加をお願いいたします。

（全国建設産産業団体連合会）

2 ICT安全対策への取組について

・JCMAでは「３Ｋ→新３Ｋ」に向け、ICT機器を用いた安全対策の導

入事例等の情報収集を行っている。結果を国交省に情報提供する
ので、良い事例が普及するべく一緒に取り組んで欲しい。
行政対応は「契約上の義務・制約、積算(損料基礎価格)、技術提

案の加点、工事点数の加点」が考えられ、また、安全技術もＰＬ法
など考慮すべき課題があるが、可能なものから導入を図って欲しい。

（日本建設機械施工協会）

＜ICT安全対策の活用促進＞
・NETIS（新技術情報提供システム）に未登録の技術については、登録を促進
・NETIS登録技術については、総合評価や成績評定において加点

・接触衝突防止装置・バックモニター、死角カメラなどの設置などの、
安全面にも考慮した技術の活用推進

（日本建設機械レンタル協会）

業団体の意見と対応案①

１

参考資料１

参考資料１－2

kajita
長方形

kajita
線

kajita
長方形

kajita
線

kajita
テキストボックス
提言①ICT安全

kajita
テキストボックス
JCMA提言④



業団体の意見と対応案②

意見 対応案

3 ICT施工に資する監督・検査の合理化
・監督職員の立会は調整・準備・一時停止が発生し工事の生産
性低下の大きな要因である。ICT施工は機・材・労の量・時間を

省くことで機器費増を上回るコスト減を得ているため、施工中断
の影響が大きい。
ICT河川浚渫工のようにICT機器の施工管理データを利用する

ことを進め、ICT機器を活かした施工を止めない監督・検査方法
を積極的に進めて欲しい。

（日本建設機械施工協会）

＜ＩＣＴを活用した施工管理、出来高、出来形管理の効率化＞
今年度より次の取組みを行って参ります

・施工履歴データをICT地盤改良工、ICT舗装工（修繕工）に活用
・点群データを付帯構造物や法面工に活用
・通信を介した遠隔地の施工管理による効率化

4 中小企業、自治体への支援､情報提供
・ｉ-Constructionに踏み出せない地方自治体も有ると思われ､国
の更なる積極的な支援が必要。

（日本測量機器工業会）

＜未経験企業への支援＞
・地整発注工事のうちICT施工未経験者に対し支援技術者による助言、アドバイスにつ
いて試行（中部地整）

＜地方普及展開に向けた取組による､情報提供 （再掲）＞
・ICT活用のメリットを中小施工業者に広めるべく、H29年度より地方への普及展開を
図るため現場支援型モデル事業実施。
「効果や注意点・リスク」の事例を収集し、提供予定（9月中）

・現場支援型モデル事業では以下の支援を行う
現場条件を踏まえ、施工者とICTを活かせる工程計画の検討
3次元設計ﾃﾞｰﾀ作成、3次元データの施工活用方法を指導、地域の建設業者に
受講機会を確保、ICT活用工事の基準類への理解を深める、技術講習会を開催
（施工者及び地方自治体の発注者を対象）、活用効果の報告会によりＩＣＴ活用
メリットの周知

・今年度より地域のICT施工専門家育成を目的として、地方自治体発注工事を支援
している建設技術センター等の参加を推進

・スキル不足のためICTを活かした段取り等のマネジメントが出

来ないまま外注し、費用に見合う効果を得られていないとの声
を多く聞くことから、小規模な現場からアドバイザー制度等で得
られた「現場条件、注意点、段取り、効果」等の詳細・具体で３Ｄ
リテラシーの向上意欲をそそる情報提供が望まれる。

（日本建設機械施工協会）

・地方自治体などにi-Constructionへの理解を徹底させるととも
に、時間をかけた運用と地方の現状にあった施策の検討

（全国建設業協会）

２

業団体の意見と対応案③

意見 対応案

5 積算、経費について

・ＩＣＴ活用工事に建設企業が適切に対応するための現場に即した単
価、歩掛、諸経費などの積算面や入札契約の対応。

・ＩＣＴ活用の推進に向けた施工管理のために必要となる機器やソフト
ウェア、職員の教育訓練などに要する経費の確実な計上

（全国建設業協会）

＜積算について＞
・H30年度には、小規模土工の実態を踏まえたICT工事の積算基準の改定や研究
開発費用等の実態を踏まえた一般管理費率の改定を実施。

・今後とも、施工合理化調査や諸経費動向調査等を踏まえ、適切に対応。

・各種技術の進展は早く､それらに対応するため、従来の歩掛かり積
算に限定せず、技術提案と見積もりによる契約をすすめては如何か

（日本測量機器工業会）

・最新のICT活用工事積算要領等に関するタイムリーな情報提供（積

算要領等についてはレンタル会社にとって日常的には馴染みがなく、
改定等の情報がきちんと伝わっていない場合も多い。本件は協会内
の周知の仕方も含めて改善を図る必要がある）

（日本建設機械レンタル協会）

＜意見交換会による情報提供＞
・ひきつづき、意見交換会による必要な情報提供及び課題の把握を行って参ります。

6 ＩＣＴ活用に関する補助・助成の拡充
・地域の建設企業が取り組む地域密着型のＩＣＴ人材育成の拡充へ
の理解と支援及び技術者を送り出す企業への助成金制度の改善。

（全国建設業協会）

＜ICT導入に関わる補助、助成＞
・ICT建機の導入に、「省エネ建機補助金」、ソフトウェアの導入に「IT導入補助金」
が活用されており、企業のICTへの取組全般には「もの作り補助金」､技術者・人
材育成については「人材開発支援助成金」などがあり、今後も講習会等で情報
提供していく。

７ ＩＩＣＴ活用効果へのインセンティブ

・受注者にたいして工期短縮などの成果にもとずくインセンティブを考
慮されては如何か

・発注者にたいして生産性向上でインセンティブとなる評価が必要で
は無いか （日本測量機器工業会）

＜効果を踏まえたインセンティブ＞
・工事の成績評定においては、これまでにもICTなど新技術の活用については
加点項目として優位に評価を行っている。
更に、H30年度より、働き方改革や生産性の向上の促進の観点から、当該工事
における創意工夫の観点で一定の効果発揮が確認された場合には、優位に評
価するものとして要領等の改定を実施

・ICT活用工事によって、工期が短縮した施工業者への加点、インセ
ンティブ等の検討 （日本建設機械レンタル協会）

３

参考資料１

参考資料１－3

kajita
長方形
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線
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提言②監督検査

kajita
テキストボックス
提言③中小3D



業団体の意見と対応案④

意見 対応案

8 ソフトウェア要求仕様に関する要望
・新たな基準類に対応したソフトウェア開発にあたって、規格値設
定の根拠、必要となるドキュメント類の適時提供を望みます。

（日本測量機器工業会）

＜基準策定に関する資料提供＞
・関連する業団体と定期的な会合を行うなど情報交換を行い、基準設定の考え方
等適宜お示しして参ります。

9 将来の維持管理で利用する情報の確定
・「調査設計→施工→維持管理」でICTデータを流通・活用するには
データの互換性が望まれる。維持管理で利用するICTデータが不明

確で、データ交換標準策定、機能実装、運用に話が進まない。この
ため、ICT機器の利活用を前提として「維持管理」に必要な情報を検
討頂きたい。 （日本建設機械施工協会）

＜維持管理で必要とするデータの内容＞
・維持管理に関わるデータとしては、現在、点検・診断結果等について「社会資本
データプラットフォーム」に登録し､公表しているところ。詳細な維持管理データや
維持・補修情報の扱いについては、今後検討してまいります。

＜データについて＞
・今年7月11日より「データを活用して土木工事における施工の労働生産性の向

上を図る技術」及び「データを活用して土木工事における品質管理の高度化等を
図る技術」を公募しているところ。
・こうした技術により、建設現場の生産性の飛躍的な向上を図る。

データの開示
・累積した実現場からのデータ（技術面、運用面など）の開示と、そ
れらのデータ解析することで更なる深化が可能

（日本測量機器工業会）

４

（一社）全国建設業協会

１．ＩＣＴ活用工事の費用面について

ＩＣＴ対応技術者の育成や重機リース料などに係る関連積算基準の適時見直し。
ＩＣＴ施工における小規模工事の積算基準の見直し。
ＩＣＴ活用工事に建設企業が適切に対応するための現場に即した単価、歩掛、諸経費などの積算面や入札契約の

対応。
全面的なＩＣＴ活用の推進に向けた施工管理のために必要となる機器やソフトウェア、職員の教育訓練などに要す

る経費の確実な計上を望む。

２．ＩＣＴ活用工事の普及面

ＩＣＴ活用工事の工種拡大や地方自治体への普及により対象案件の増加。
地方自治体などにi-Constructionへの理解を徹底させるとともに、時間をかけた運用と地方の現状にあった施策

の検討。
ＩＣＴ施工だけではなく「規格の標準化」など省力化によるi-Constructionの促進。
設計変更に係るi-建機の履行確認方法の早期確立。

３．ＩＣＴ活用に関する補助・助成の拡充
ＩＣＴ技能習得や高価な資機材購入への補助、助成の充実。
ＩＣＴ建機など設備投資への支援。（積極的な取組や設備投資を行う企業へのインセンティブの付与、ＩＣＴ取組の長

期見通しの明示）
地域の建設企業が取り組む地域密着型のＩＣＴ人材育成の拡充への理解と支援及び技術者を送り出す企業への

助成金制度の改善。（国土交通省助成金の創設）

5
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（一社）全国建設産業団体連合会

１．地域の中小建設企業においても「ドローンを利用した測量、施工に関する各種の
調査、建設現場の管理、点検や維持管理業務への活用、災害時の情報収集」など
への必要性の声が寄せられております。

今年度から建設現場の生産性向上と安全確保を推進するための方策として、「地
方の中小建設産業のためのドローン利活用」支援事業を事業計画に盛り込み、ド
ローン操縦士育成プランを実施しております。

全国建産連は、各地の県建産連、協会等建設業団体と共同してドローン利活用
のための基礎的人材の育成を推進して参ります。今後とも皆様のご理解、ご協力、
積極的なご参加をお願いいたします。

6

（一社）日本道路建設業協会

１．ＩＣＴ舗装の発注規模について
ＩＣＴ舗装の発注にあたって施工者希望Ⅱ型において８，０００㎡以上を望みます。

２．ＩＣＴ舗装工事の施工範囲について
ＩＣＴ舗装の対象現場が点在しているとＴＬＳによる起工測量が非効率となるため、
対象現場は縦断方向に連続する配慮をしていただきたい。現場が分散する場合
は経費の積算を配慮されたい。

３．ＩＣＴ舗装の普及活動について

本年度もＩＣＴ舗装の普及を目的とした「ｉ-Construction技術講習会」「ICT舗装現場
見学会」を実施する、昨年より開催回数を増やす予定であり協力をお願いします。

7
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１．ICT機器を用いた安全対策
JCMAでは「３Ｋ→新３Ｋ」に向け、ICT機器を用いた安全対策の導入事例等の情報収集を行っている。

結果を国交省に情報提供するので、良い事例が普及するべく一緒に取り組んで欲しい。
行政対応は「契約上の義務・制約、積算(損料 基礎価格)、技術提案の加点、工事点数の加点」が考えられ、

また、安全技術もＰＬ法など考慮すべき課題があるが、可能なものから導入を図って欲しい。

２．ICT施工に資する監督・検査の合理化
監督職員の立会は調整・準備・一時停止が発生し工事の生産性低下の大きな要因である。ICT施工は

機・材・労の量・時間を省くことで機器費増を上回るコスト減を得ているため、施工中断の影響が大きい。
ICT河川浚渫工のようにICT機器の施工管理データを利用することを進め、ICT機器を活かした施工を

止めない監督・検査方法を積極的に進めて欲しい。（構造物は供用後でも瑕疵担保責任がある。）

３．技術者の３Ｄリテラシー向上に向けた情報提供
スキル不足のためICTを活かした段取り等のマネジメントが出来ないまま外注し、費用に見合う効果を

得られていないとの声を多く聞くことから、小規模な現場からアドバイザー制度等で得られた「現場条件、
注意点、段取り、効果」等の詳細・具体で３Ｄリテラシーの向上意欲をそそる情報提供が望まれる。

４．発注者内のICT教育の充実
ICT施工の導入効果は、発注者の理解度の影響が大きい。今後、自治体を含め広く導入した際、「発注

者側から二重管理を求められ受・発注者双方の手間が増えた」等の問題発生が懸念される。これは、発
注者メリットや阻害要因の理解不足と想像されるので、監督・検査職員の講習を充実して頂きたい。

５．将来の維持管理で利用する情報の確定
「調査設計→施工→維持管理」でICTデータを流通・活用するにはデータの互換性が望まれるが、維持

管理で利用するICTデータが不明確で、データ交換標準策定、機能実装、運用に話が進まないため、
ICT機器の利活用を前提とした「維持管理」に必要な情報を検討頂きたい。

（一社）日本建設機械施工協会
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（一社）日本測量機器工業会

１．ＩＣＴ施工の基準類について

新たな基準類に対応したソフトウェア開発にあたって、基準策定の根拠、必要となるドキュメント類の適時
提供を望みます。

２．ＩＣＴ施工に関わる人材育成について
ＩＣＴ施工の推進では新たな基準類が継続して策定されており、発注担当者においても知識、技術の継続

的向上と知見を持つ要員の増加が必要です、講習会・研修会のレベル別開催など取組を望みます。

３．ＩＣＴ施工、ツールの柔軟な運用について
部分的なＩＣＴ活用、従来手法の許容など現場の進捗、状況を踏まえた管理手法の選択を認められるよう

望みます。

４．ＩＣＴ活用に関するインセンティブについて
発注者にたいして生産性向上でインセンティブとなる評価が必要では無いか
受注者にたいして工期短縮などの成果にもとずくインセンティブを考慮されては如何か

５．積算・契約について
各種技術の進展は早く､それらに対応するため、従来の歩掛かり積算に限定せず技術提案と見積もりに

よる契約をすすめては如何か

６．県発注工事について
ｉ-Constructionに踏み出せない地方自治体も有ると思われ､国の更なる積極的な支援が必要。

７．データの開示について
累積した実現場からのデータ（技術面、運用面など）の開示と、それらのデータ解析することで更なる深化

が可能
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（一社）日本建設機械レンタル協会

１．建機レンタル業を対象とした、測量や3Ｄデｰタ作成等、i-Construction全工程の
実際について、1週間程度の教育機会の提供と補助。

２．御省との定期的な意見交換会の開催（継続。御省から最新情報、当方から実際
の現場対応事例ﾍﾞ-ｽの要望等)

３．最新のICT活用工事積算要領等に関するレンタル会社向けのタイムリーな情報
提供（積算要領等についてはレンタル会社にとって日常的には馴染みがなく、改
定等の情報がきちんと伝わっていない場合も多い。本件は協会内の周知の仕方も
含めて改善を図る必要がある）

４．接触衝突防止装置・バックモニター、死角カメラなどの設置などの、安全面にも
考慮した技術の活用推進

５．ICT活用工事によって、工期が短縮した施工業者への加点、インセンティブ等の
検討
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ＩＣＴ導入協議会（第７回） 議事要旨 

 
１．日時：平成３０年７月２６日（木） １５：００～１７：００ 
２．場所：機械振興会館 ６階 ６－５５、６－６６会議室 
３．議事 

１） ＩＣＴ活用工事の実施状況 
２） ＩＣＴの全面的な活用に向けた取組 
３） 地方普及展開に向けた取組 
４） 業団体からの意見 
５） その他 

４．概要 
 建山議長より開会の挨拶 
 事務局より資料－１～７について説明 

 ＩＣＴ土工については起工測量から工事完成まで、一連のプロセス全体で３１．２％時

間が短縮した。ＩＣＴ舗装工についてはＩＣＴの導入により，３割程度の時間短縮効果

が見られた。ただし、舗装工は現時点（Ｎ＝１０件）の速報値であるため、引き続き調

査を継続して課題の把握に努める。 

 遠隔立ち会いについては、発注者の通信セキュリティの関係から外部から映像情報を

簡単に送れないことが課題となっている。これをどのように改善するかも今後検討し

ていく。 

 地方展開については発注者側職員の認識と、3次元設計データの内製化が重要 
 業団体からの意見補足 

 ＩＣＴ舗装工の分析は条件等に配慮して行っていただきたい。 
 発注者側のメリットとして監督検査を効率化することが地方展開で重要 
 ＩＣＴ安全対策について安全装備の標準化への取組を望む 
 出来高払いへの取組を進めていただきたい。 
 要領改正のスケジュールは適切な期間設定を望む。 

 人力施工の改善技術を導入する場合、積算基準に反映していただきたいとの意見がな

された。 
【資料】 

資料－１ ＩＣＴ活用工事の実施状況と H30 年度の予定 
資料－２ ＩＣＴの全面的な活用に向けた取組 
資料－３ 地方普及展開に向けた取組 
資料－４ 業団体よりいただいた意見 
資料－５ 人力施工の改善 
資料－６ 建設現場の生産性を向上する革新的技術を募集 
資料－７ 維持管理におけるＩＣＴ活用について 

参考資料１

参考資料１－8

kajita
長方形

kajita
長方形

kajita
線



 

ＩＣＴ導入協議会（第８回） 

 

日時：平成 31 年 3 月 1 日（金）15：00～17：00   

会場：中央合同庁舎３号館  ４階局議室     

 

議 事 次 第 

 

開 会 

 

１．ICT 活用工事の実施状況(H30 年度) 

２．ICT 活用工事普及拡大の取組み 

３．H31 年度以降適用される技術基準類 

４．新たな取組みについて 

５．その他 

 

【配付資料】 

資料－１ ICT 活用工事の実施状況(H30 年度) 

資料－２ ICT 活用工事普及拡大の取組み 

資料－３ H31 年度以降適用される技術基準類 

資料－４ 新たな取組みについて 

資料－５ 建設現場の生産性を向上する革新的技術 
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ICT活活用工事の実施状況（H30年度）

資料－１

１－１. ICT活用工事の実施状況

工種
平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度※

公告件数 うちＩＣＴ実施 公告件数 うちＩＣＴ実施 公告件数 うちＩＣＴ実施

土 工 １，６２５ ５８４ １，９５２ ８１５ １，４０３ ６６９

舗装工 － － ２０１ ７９ １７３ ５６

浚渫工 － － ２８ ２４ ６１ ５２

浚渫工（河川） － － － － ８ ８

合計 １，６２５ ５８４ ２，１８１ ９１８ １，６４５ ７８５

ICT施工実施状況

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度※

ＩＣＴ実施件数 公告件数 うちＩＣＴ実施 公告件数 うちＩＣＴ実施

土 工 ８４ ８７０ ２９１ ２，２９７ ５０８

都道府県・政令市におけるICT施工実施状況

単位：件

単位：件

1

※ H3１.1.31時点

※ H3１.1.31時点

○ Ｈ３０年度（１月末時点）は、直轄工事におけるICT活用工事の公告件数１，６４５件のうち
約５割の７８５件で実施。

○ 都道府県・政令市におけるICT土工の公告件数が２，２９７件、実施件数は５０８件に大幅
に増加。
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１－２. ICT活用工事の実施状況

・ICT土工
平成３０年度 ICT土工対象工事※

発注者指定型 施工者希望Ⅰ・Ⅱ型 合計

公告工事件数 １２９ １，２７４ １，４０３

うちＩＣＴ実施工事件数 ９３ ５７６ ６６９

実施率 ７２％ ４５％ ４８％

・ICT舗装工
平成３０年度 ICT舗装工対象工事※

発注者指定型 施工者希望Ⅰ・Ⅱ型 合計

公告工事件数 １２ １６１ １７３

うちＩＣＴ実施工事件数 ８ ４８ ５６

実施率 ６７％ ３０％ ３２％

・ICT浚渫工（河川）
平成３０年度 ICT浚渫工（河川）対象工事※

発注者指定型 施工者希望Ⅰ・Ⅱ型 合計

公告工事件数 １ ７ ８

うちＩＣＴ実施工事件数 １ ７ ８

実施率 １００％ １００％ １００％

・ICT浚渫工
平成３０年度 ICT浚渫工対象工事※

発注者指定型 施工者希望型 合計

公告工事件数 ２１ ４０ ６１

うちＩＣＴ実施工事件数 １９ ３３ ５２

実施率 ９０％ ８３％ ８５％

２

※ H3１.1.31時点

２－１. ＩＣＴ土工の活用効果（Ｈ３０年度）

３

○ ＩＣＴ土工の対象となる起工測量から電子納品までの延べ作業時間について、約３割の
削減効果がみられた。

※活用効果については、継続して分析し課題把握､更なる改善を図る

ICT活用効果（土工） 全体N=126

施工環境の改善効果 （アンケート調査抜粋）

〈安全関係〉

• 建設機械に接近して作業する機会が減少し安全性が向上した。

• 傾斜地での測量・施工管理作業が減少し安全性が向上した。

〈作業時間縮減〉

• 現場管理効率化により帰宅時間が早くなった。

人日

約約３割 縮減

作業時間削減率と施工土量の相関（土工）
全体N=126

作
業
時
間
削
減
率

（％）

平均値（土工全体）

※ H3１.1.31時点

合計 １６２．４

合計 １０９
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２－２. ＩＣＴ土工（小規模）の活用効果（Ｈ３０年度）

４※活用効果については、継続して分析し課題把握､更なる改善を図る

○ ＩＣＴ土工（小規模）の対象となる起工測量から電子納品までの延べ作業時間について、
約４割の削減効果がみられた。

○ 小規模（5,000m3未満）における施工の特徴として、施工以外の作業区分が占める割合
が大きい。

⇒「施工」と「施工以外の作業区分」で同程度のICT活用による生産性向上がみられた。

施工時間削減率と施工土量の相関
（Ｎ＝７）

作業時間削減率と施工土量の相関（土工）（小規模）
(5,000m3未満）N=14

作
業
時
間
削
減
率

（％）
人日

ICT活用効果 （土工） （小規模）

（5,000㎥未満）N=14
約約４割 縮減

※ H3１.1.31時点

小規模の平均値（5,000m3未満）

合計 ７１．４

合計 ４５．３

２－３. ICT舗装工の活用効果（Ｈ３０年度）

5

○ ＩＣＴ舗装工の対象となる起工測量から電子納品までの延べ作業時間について、約４割
※の削減効果がみられた。

人日

※活用効果については、継続して分析し課題把握､更なる改善を図る

約約４割 縮減

ICT活用効果 （舗装工） N=20

施工環境の改善効果 （アンケート調査抜粋）

〈施工管理〉

• ３D設計データを活用することで事前に施工のシミュレーションができた。

• MCMG敷き均しは誰でも再現性を持って精度良く施工できた。

• レーザースキャナーによる出来形計測のためには建設機械を計測範囲外に移動させる手間
があるため工程ロスが発生する。

作業時間削減率と施工数量の相関（舗装工）
N=20

作
業
時
間
削
減
率

（％）

※ 各作業が平行で行われる場合があるため、工事期間の削減率とは異なる。
※ サンプル数が少ないため、H29～30の２年分のデータを用いて算出。
※ H31.1.31時点

平均値（舗装工）

舗装面積（m2)

合計 ６６．１

合計 １０５
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２－４. ICT浚渫工の活用効果（Ｈ３０年度）

6

【マルチビーム測量結果】

【マルチビーム測量】

※活用効果については、継続して分析し課題把握､更なる改善を図る

－0.8 －0.1 ±0.0

－18.0

－0.8
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１工事当たりの平均増減人工数（作業内容別） （ ICT方式：ﾏﾙﾁﾋﾞｰﾑ － 従来方式：ｼﾝｸﾞﾙﾋﾞｰﾑ）

最大増 最大減 平均
（平均： 増減＋ 増減－）

① 測量船へ機材艤装

② キャリブレーション（ﾊﾞｰﾁｪｯｸを含む）

③ 検測・精度管理

④ 計測

⑤ 測量船から機材艤装解除

⑥ データ解析

⑦ ３次元設計データの作成

⑧ 土量計算（3次元設計ﾃﾞｰﾀ作成を除く）

⑨ 出来形管理図表の作成

⑩ 検査・報告用資料の作成（竣工検査）

⑪ 検査・報告用資料の作成（水路測量）

水路測量を省略

人・日

○ ICT浚渫工における測量業務について、「マルチビーム測量」の導入により、「機材艤装～資料の作成
（水路測量）」までの作業について、調査全体の結果としては、作業員の習熟度・解析用ソフトウェア
性能にばらつきがあり、約４０％の増大となった。

○ 一方、「データ解析～資料の作成（水路測量）」までの作業のうち、データ解析や土量計算にて大きな
人工削減が見られる事例があった。

○ 今後、作業員の習熟度向上、解析用ソフトウェアの充実、水路測量との検査・報告用資料の統合を検
討していく。

※ H30.11.30時点

２－５. ICT浚渫工（河川）の活用効果（Ｈ３０年度）

7

○ ＩＣＴ浚渫工（河川）の対象となる起工測量から電子納品までの延べ作業時間について、
約４割の削減効果がみられた。

TLS測量

※活用効果については、継続して分析し課題把握､更なる改善を図る

約約４割 縮減

x,y,z

レッド計測不要

施工履歴データを用いた出来形管理

ICT活用効果 浚渫工（河川） N=3

人日

施工環境の改善効果 （アンケート調査抜粋）

〈施工管理等〉

• 従来では不可能であった日々の出来形測量を行うことができた。

• 若手社員の土木工事に関する興味が増した。

速報値

※ H31.1.31時点

合計 １３０．３

合計 ７５．３

参考資料２

参考資料２－6



実施内容︓発注者指定でICT建築⼟⼯の試⾏を実施、省⼈化効果等を検証。
対象⼯事︓平成30年度に発注する新営⼯事（官庁営繕費）であってS型※2で試⾏

試行

3次元MC・MG建
機による施⼯

３. 営繕工事におけるICT建築土工の試行

○ 平成30年度に⼯事発注する営繕⼯事３事業において、発注者指定でICT建築⼟⼯を試⾏的導⼊。
○ その他の新築事業においても、総合評価落札⽅式（⼊⼝評価）、請負⼯事成績評定（出⼝評価）にお
いて受注者からICT建築⼟⼯等の施⼯合理化技術※１の提案があった場合、評価の対象とする。

※１ 施⼯合理化技術︓プレハブ化、ユニット化、⾃動化施⼯（ICT施⼯、ロボット活⽤等）、BIM、ASP等を活⽤したもので施⼯の合理化に資す
るもの。

※２ S型︓⼊札契約⽅式が技術提案評価型S型を指す。
（発注者が標準案に基づき算定した⼯事価格を予定価格とし、その範囲内で提案される
施⼯上の⼯夫等技術提案と価格との総合評価を⾏う⽅式）

栃木地方合同庁舎（着工済み） 海上保安大学校国際交流センター(着工済み) 高山地方合同庁舎（2月下旬開札予定）

発注者指定でICT建築土工の試行を開始

受注者提案によるICT建築土工の活用例（H29)

●データの⼊⼒ ︓傾斜のある形状は3Dを活⽤。床付けのみの箇所は2D-CAD情報の
活⽤によりデータ⼊⼒を簡略化。

●3DMC・3DMG︓掘削時の縄張り・遣⽅（丁張り）が省略でき、施⼯性が向上。
●3D床付け管理︓建築床付け管理に必要な精度が3Dで確保出来ているかを今回の

試⾏で検証するため、⼀般的な測量機器を併⽤して管理。
●電⼦納品 ︓今回の試⾏では施⼯データをオリジナル形式とpdf形式で納品。

ICT建築土工の試行結果により省人化効果を検
証オープンカット法⾯整形(60゜3D) つぼ堀 床付け(3D︓2D＋深さ)

ICT建築土工 H30試行の特徴（一般的な建築土工との違い）

8

４.  i-Bridge（橋梁分野における生産性向上）

９

⑥維持管理⑤検査④現場施工③製作②設計・施工計画①測量・地質調査

橋梁事業における調査・測量から設計、施⼯、検査、維持管理までのあらゆるプロセスにおいてICT等を活⽤し、⽣産性・安全性を向上橋梁事業における調査・測量から設計、施⼯、検査、維持管理までのあらゆるプロセスにおいてICT等を活⽤し、⽣産性・安全性を向上

施施工の効率化
（大ﾌﾞﾛｯｸ化、ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ製品、ICT施工）

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ床版等

大ﾌﾞﾛｯｸ一括架設

３次元測量

ドローンを用いた測量等
により、高密度な３次元
測量を短時間で実施

製作（ﾛﾎﾞｯﾄ、
ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ）

ﾛﾎﾞｯﾄ溶接

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ仮組立

３次元データによる
設計・施工計画

3次元設計（BIM/CIM）

施工ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

検査の省力化

ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ等を用
いた３次元測量

維持管理の効率化
（ｽﾏｰﾄﾌﾞﾘｯｼﾞ）

ICTを活用し、ｲﾝﾌﾗの状

態の見える化適切なﾀｲﾐ
ﾝｸﾞでの維持管理や地震
時等における損傷度把
握を効率化

鉄筋のﾌﾟﾚﾊﾌﾞ化

橋梁桁自動変位計測

BIM/CIM・プレキャスト化の活用等により生産性向上に取り組み

プレキャストの標準化

BIM/CIMの活⽤

H30年6⽉に「ｺﾝｸﾘｰﾄ橋のﾌﾟﾚｷｬｽﾄ化ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」、「ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物における埋設型枠・ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ鉄筋に関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」を策定

○Ｈ２９年度は、業務・⼯事において６０件で実施

○Ｈ３０年度は、⼤規模構造物の詳細設計業務において、
BIM/CIMを原則対象（H30年9⽉時点で９５件で実施） 6 10 5 5 12

26

58

0 5 12
37 49

34 37
6 15 17

42
61 60

95

0

50

100

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

BIM/CIM活用

設計業務 工事 ※H30年9月時点

参考資料２
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

ICT活用工事普及拡大の取組み

資料－２

１． ＩＣＴ工事の発注見通し統合・公表

10

○ ＩＣＴ工事の発注見通しについて国、地方公共団体等の発注見通しを統合し、とりまとめ版を公表。

（参考）東北地方の事例

参考資料２

参考資料２－9



②ニーズに沿った3次元設計データの提供等
・地⽅整備局技術事務所等によるサポート体制の充
実と3次元データの提供等の⽀援等

③ICTに関する研修の充実等
・３次元データの作成実習等の充実
・“専任”の明確化の再周知による、監理技術者等の
ICTに関する研修への参加しやすい環境づくり

○ i-Constructionを推進するためには、中小企業への展開が不可欠であり、中小企業において負担が大きい、ICTの
導入や人材育成等への支援が必要

○ 中小企業がICT施工を実施しやすい環境を構築するため、企業のICT実施状況を踏まえつつ、支援策を順次展開

（⽀援イメージ例）
3次元測量・設計データ作

成
ICT施工

従来 施工業者（外注含む） 施工業者

今回 地方整備局等 未経験企業等

3次元
データ

データ提供

２. 中小企業への支援策

11
④地⽅公共団体への⽀援
・モデル事業における補助⾦等の活⽤

①⼩規模⼟⼯等の実態を踏まえた積算へ改善
・中⼩企業がICTを活⽤しやすい環境を整備
・ICT施⼯の実態を調査し、⼩規模施⼯をはじめ実態を踏ま
えた積算が可能となるよう、ICT建機の利⽤割合を現場に
応じて設定できる積算に改善（従来、掘削⼯におけるICT
建機の利⽤割合は25%で⼀律）

ICTバックホウ

従来型バックホウ

ICTと従来型の建機による施⼯

○ ICT活用工事を地方自治体発注工事に広く普及を図るため、現場支援型モデル事業を
実施。

○ 地方自治体が設置する支援協議会を通じてモデル工事に専門家を派遣し支援。
平成２９年度は９自治体にてモデル工事を実施
平成３０年度は１０自治体にてモデル工事を実施
（平成３１年度はこれまで未実施の都道府県でモデル事業を実施予定）

③③技術指導と効果検証

④現場見学会の支援

現場支援型モデル事業
主な支援概要
①ICT導入計画の支援

②3次元設計データ作成支援
・ICT活用 技術講習会開催
（施工者・自治体発注者）

・3次元設計ﾃﾞｰﾀ作成、

活用の指導、地域の建
設業者も受講

・使用機材の調達計画
の精査

・現場条件を踏まえて、 ICTを活かせる計画の検討

３－１. 地方普及展開に向けた取組～現場支援型モデル事業～

12

参考資料２
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○ モデル事業により得られた効果

１．ICT活用工事の増加
・H２９実施自治体の約半数においてICT活用工事が増加

２．土工以外へのICT活用拡大
３．地方自治体が独自に同様のモデル事業を計画
４．ＩＣＴ研修センター開設（ICT活用の全過程を体験）
５．見学会・データ作成講習会を随時開催

３－２. 現場支援型モデル事業実施自自治体のフォローアップ

13

○ 現場支援型モデル事業を実施した地方自治体のＩＣＴ活用拡大の取組みについて、他の
地方自治体へ情報共有を図る。

○ 31年度実施に向けた課題

１．小規模工事（数百～数千ｍ３）が多いなかで、ICT
活用の効果を上げるための施工計画の工夫が必要。

２．ICT活用する地元建設業者から、特に施工計画
段階の指導、助言の要望が多い。

○ 地方自治体におけるICT活用工事の活用拡大に向けたポイント

・一部の過程（例、起工測量、3D設計のみ）のＩＣＴ活用であっても生産性向上の効果が見込める。

・ICTの活用範囲、活用技術、機材選定など、工事の規模や地域特徴を踏まえて柔軟に対応。
→ 施工段階で自由度のある機材活用（2ＤＭＧ、ＴＳの活用）を行う。
→ 起工測量から３D設計データ作成までを行い、施工計画・施工管理に活用する。

４． 補助金、税制優遇情報の周知

14

○ 中小企業の生産性向上投資支援を目的とした補助金や税制優遇措置に関する最新情報

を周知する。
→例えば「ものづくり補助金」の採択案件のうち建設ICTの占める割合がH29年からH30年で
３倍。 ※事務局調べ

※

参考資料２
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５. 平成30年度 i-Construction大賞の表彰について

15

○ 建設現場の⽣産性向上（i-Construction）の優れた取組を表彰し、ベストプラクティスとして広く紹介する
ことにより、i-Constructionを推進することを⽬的に、平成29年度に「i-Construction⼤賞」を創設
○ 第2回⽬の平成30年度は、平成29年度に完成した国や地⽅公共団体等が発注した⼯事・業務での元請
け企業の取組やi-Construction推進コンソーシアム会員の取組などに対象を拡⼤
（⼤⾂賞3団体、 優秀賞22団体）

■平成30年度表彰式（H31.1.21）

■平成30年度 ⼤⾂賞受賞団体の取組（例）

全国初の3Dガイダンスミニショベ
ルを構築【(株)加藤組】

ICTバックホウによる層毎の⾼さ
設置等により作業を効率化
【⽥中産業(株) 】

18台ものICT建機を保有するとともに、関連企
業への講習会等を随時実施し、ICT施⼯の有
⽤性の波及を促進【 (株)政⼯務店】

○ 国土交通大臣賞
業者名 本社所在地

株式会社 加藤組 広島県

田中産業 株式会社 新潟県

株式会社 政工務店 佐賀県

○ 優秀賞
業者名 本社所在地

宮坂建設工業 株式会社 北海道

株式会社 佐藤工務店 宮城県

水郷建設 株式会社 茨城県

株式会社 小島組 愛知県

国際測地 株式会社 東京都

共和土木 株式会社 富山県

中日建設 株式会社 愛知県

株式会社 おかむら 愛知県

株式会社 吉川組 京都府

株式会社 大竹組 徳島県

岡本建設 株式会社 佐賀県

株式会社 大寛組 沖縄県

高砂熱学工業 株式会社 東京都

戸田建設・鹿内組特定建設工事共同企業体 東京都 / 青森県

小川工業 株式会社 埼玉県

株式会社 正治組 静岡県

八木建設 株式会社 徳島県

増崎建設 株式会社 長崎県

ライト工業 株式会社 東京都

株式会社 コイシ 大分県

一般社団法人 Civilユーザ会 東京都

フタバコンサルタント 株式会社 福島県

参考資料２
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

資料－３

Ｈ31年度以降適用される技術基準類

○○ 道路工事の現場で施工される全ての工種にＩＣＴを活用し、生産性向上を図る取組を推進。

法面工

舗装工

土工（盛土）

土工（軟岩）

地盤改良工

付帯構造物設置工
・排水構造物
・側溝・縁石
・擁壁等

舗装修繕工

１－１. Ｈ３１年度以降のＩＣＴ活用工種拡大 （道路工事）

16
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人工

ＩＩＣＴ土工 ＩＣＴ舗装工

（※）

（※）道路土工には、土砂運搬等が含まれる

１－２．道路工事(道路改良)の内訳 におけるＩＣＴ活用工種

17

ＩＣＴ付帯構造物設置工

ＩＣＴ土工

ＩＣＴ地盤改良工

（※直轄工事全体に占める割合）

※

コンクリート工の標準化

１－３. ICT施工 工種拡大ロードマップ[道路工事]

※施工管理基準、技術基準類、積算要領、監督検査技術基準等
※施工管理に用いる技術の進展に伴い、適宜基準類を策定

○○ ＩＣＴ施工に必要な技術基準類※を順次策定。
→道路工事の全ての主要工種に対応。

18

適用済み

３１年度より適用

３２年度より適用

道路工事 道路土工 土工（盛土・切土）

法面整形工

土工（軟岩）

土工（床掘）

法面工 法面工（吹付）

現場吹付法枠工

コンクリート法枠工

付帯構造物設置工
ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ

積（張）工

排水構造物工

地盤改良工 浅層混合処理工

中層混合処理工

深層混合処理工

舗装工 路盤工

アスファルト舗装
工

半たわみ性（コン
ポジット）舗装工

排水性アスファル
ト舗装工

透水性樹脂コンク
リート工

透水性アスファル
ト舗装工

コンクリート舗装工

RCCP工

連続鉄筋コンク
リート舗装工

道路維持修繕工事 舗装修繕工 路面切削工

切削オーバーレイ
工

参考資料２
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浚浚渫工（河川）

土工

舗装工

○ 河川工事の現場で施工される全ての工種にＩＣＴを活用し、生産性向上を図る取組を推進。

付帯構造物設置工
・コンクリートブロック
・排水構造物

地盤改良工

１－４. Ｈ３１年度以降のＩＣＴ活用工種拡大 （河川工事）

土工（河床掘削）

19
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直接工事費

人工

ＩＩＣＴ土工

ＩＣＴ舗装工

（※）河川土工には、土砂運搬等が含まれる

（※）

20

ＩＣＴ付帯構造物設置工
ＩＣＴ舗装工ＩＣＴ付帯構造物工

ＩＣＴ浚渫工(河川）ＩＣＴ土工(河床掘削）

ＩＣＴ地盤改良工

１－５．河川工事（築堤・護岸）の内訳 におけるＩＣＴ活用工種※

（※直轄工事全体に占める割合）
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１－６. ICT施工 工種拡大ロードマップ [河川工事]

○○ ＩＣＴ施工に必要な技術基準類※を順次策定。
→河川工事の全ての主要工種に対応。

※施工管理基準、技術基準類、積算要領、監督検査技術基準等
※施工管理に用いる技術の進展に伴い、適宜基準類を策定 21

適用済み

３１年度より適用

３２年度より適用

河川工事 河川土工 土工（盛土・切土）

法面整形工

土工（河床掘削）

土工（床掘）

付帯構造物設置工
ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ

積（張）工

排水構造物工

地盤改良工 浅層混合処理工

中層混合処理工

深層混合処理工

河川浚渫工事 浚渫工
浚渫工（バックホウ

浚渫船）

○ ICT土工(軟岩）「出来形管理基準値」
法面 （軟岩Ⅰ） 水平又は標高較差

• 規格値（平均値） ±70mm
• 規格値（個々計測値） ±330mm

軟岩法面凹凸状況

○ 軟岩等の掘削現場（従来の断面管
理実施）で面的な出来形の実態を把握
し管理基準値を設定。

２. ICT土工（軟岩）

○ ICT土工に軟岩に対応した「出来形管理基準」を整備。
・平滑な整形が困難な軟岩が存在する掘削法面において適応する管理基準値を規定。

・切土工事において法面に転石や岩がある場合、平滑な仕上げが困難である。
・土質を考慮した管理基準に対する要望が多かった。（ICT施工アンケート調査より）

22
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３－１. ICT土工（床堀）

・床堀は作業土工であり出来形管理は不用。
・３Ｄ設計データとＩＣＴ建機の適用で生産性向上が期待される。

①ICT土工の測測量

短時間で施工箇所の
３次元測量を実施

○ ＩＣＴ活用

②土工と合わせた設設
計・施工計画

床堀設計データ

土工（目的物）と作業土工に
ついても３Ｄ設計を作成

ICTを用いた
作業土工

床掘を含めた3Ｄ設計

設計・
施工計画

起工測量

測量

ＩＣＴ土工（床掘）ＩＣＴ土工

従来施工

施工

土工と合わせて3D設計データを作成し、床堀施工に活用。

23

維持管理面データによる検査ICTを用いた施工管理現況を踏まえた設計

４. ＩＣＴ法面工（吹付工）

発注者

OK

設設計・
施工計画

施工 検査

③施工、出来高、出来形管理 ④検検査の効率化①UAV･TLSによる
３次元測測量

②3次元測量ﾃﾞｰﾀに
よる設設計・施工計画

人の立入が危険な急
傾斜も短時間で面的
に３次元測量を実施

3次元測量結果から吹付面の
照査に基づく変更数量算出

法面工のうち、吹付けに適用し
今後現場打ち法枠や、プレキャ
スト法枠等へ適用範囲を拡大

TS等を用いた出来形管理
により検査を効率化。

出来形数量確認には点群の他
TS等ノンプリ断面計測も可とする

⑤維持管理の初期
値データへ

ＩＣＴを用いた
現況測量

測量

技術、ソフトウェアの確立
により取得データを点検
等の初期値として利活用

斜面上の測量作業
起工測量（現地形）に基づいて設計
成果を修正、枠割付等、配置見直し 高所斜面上の臨場検査斜面上の出来形計測

従来施工

○ ＩＣＴ活用 土工と合わせて3D設計データを作成し、法面工（吹付工）の施工管理に活用。

24

○ 従来規格値及び測定項目を使用
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維持管理検査
ICTを用いた

一括施工管理
付帯構造物を
含めた設計

検検査

５. ＩＣＴ付帯構造物設置工

③施施工管理、出来高、出
来形管理の効率化

④検検査の効率化②土工と合わせた設設
計・施工計画

事前測量結果とそれぞれの
設計を重畳

土工と付帯構造物それぞれに
利用可能な３Ｄデータのよる出
来高、出来形管理

３Ｄデータによる
検査で効率化

①ICT土工の
測量

発注者

OK

設計・
施工計画

施工

短時間で施工箇所の
３次元測量を実施

帳票作成・書面検査

側溝

自動作成

⑤維持管理の初期
値データとして活用

起工測量

測量

維持管理にて構造物（管
理対象）の設置位置把握

丁張り＋水糸＋コンベックストータルステーション等

L＝○m

従来施工

○ ＩＣＴ活用 土工と合わせて3D設計データを作成し、付帯構造物の施工管理に活用。
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○ ＴＳ等光波を用いた出来形管理
従来規格値及び測定項目を使用

施工履歴データ
による検査

検検査

６. ＩＣＴ地盤改良工（浅層・中層混合処理）

ICT地盤改良機械による施工
3DMG設計

データの作成

③ICT建機による施施工・出来高、
出来形計測の効率化

④ICTの活用による検検査の
効率化

①ICT活用に
よる設設計・
施工計画

通常施工と同じ
２次元設計デー
タを基に3DMG
設計データの作
成 施工履歴データによる出来高、出来形管理

施工履歴データから帳票自動作成
により書類作成を効率化
実測作業省略による検査効率化

ICT土
工と同
様の起
工測量

発注者

設計・
施工計画

施工

帳票作成・書面検査

OK

発注者

測量

測量

土工と
同様の
起工測
量

設計図

設計図から、施
工数量を算出

区割り等目印に合わせて施工、
目印が消えてしまった場合は
再設置

帳票作成、書類による検査、
巻き尺等による実測作業

設計図に合わせた施
工範囲、区割り等の測
量及び目印設置

②ICTを活用した
施工範囲目印設
置の省略

ICT活用により、施工
範囲等の測量、区割
りの目印設置を省略

OK

管理項目

○ ＩＣＴ活用

従来施工

地盤改良機械の施工履歴データを施工及び施工管理に活用。

26

帳票自動作成

○ ICT地盤改良工 「出来形管理基準」
従来規格値及び測定項目を使用
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７. ICT土工（河床掘削）

施工履歴データ
による検査

検検査

ICT建設機械による施工
3DMG設計

データの作成

③ICT建機による施施工・出来高、
出来形計測の効率化

④ICTの活用による検検査の
効率化

②ICT活用による
設計・施工計画

I施工履歴データによる
出来高、出来形管理

施工履歴データから帳票自動作成
により書類作成を効率化
実測作業省略による検査効率化

① ICT土工と同様の起
工測量、TSや船舶を用
いた断面での起工測量
も活用

発注者

設計・
施工計画

施工

帳票作成・書面検査

OK

発注者

測量

土工と同様の起工測量

設計図

設計図から、施工数量
を算出

帳票
自動
作成

帳票作成、書類による検査、
巻き尺等による実測作業

OK

管理項目

○ ＩＣＴ活用

従来施工

測量

河床掘削工事等の水中・水域部分等、出来形の要求精度を踏まえ活用。

起工測量
による３
次元測量
データ（現
況地形）
を活用し
設計

施工と検測を繰り返して整形

○ ICT土工（河床掘削）「出来形管理基準」
標高較差

• 規格値（平均値） 平場 ±50mm
法面 ±70mm

• 規格値（個々計測値） ±300mm

27

８８－１. 策定済み各種要領の改訂（カイゼン）

・改訂の効果 最大で従来より2倍の効率でTLS出来形計測が可能となる。

：TLS直下点群欠測：TLS計測範囲

現状のスキャン例 改訂後のスキャン例

１. 地上型レーザースキャナー（TLS）により舗装面等を計測する場合、機器直下部の半径数ｍに
おいて点群が取得できないため、盛り替え回数が増加し生産性向上の阻害要因となっている。

・舗装工の施工手法から機器直下部分のみ施工精度が悪化することは無い。
・TLS直下の点群抜けを許容する旨、出来形管理要領へ追記。 実際のスキャンイメージ

○ 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工事編）

２. 「出来形管理基準及び規格値」における舗装表層の平坦性指標（σ）を計測するためには、３m

プロフィルメーターを用いて路面上を歩行する必要があった。
・TLS等により得られる点群データから計算によりσを算出する方法を選択できる旨、出来形管理要

領に追記。

点群データからの算出（改訂）

・平坦性指標算出ソフトを
国土技術政策研究所より
提供予定。

プロフィルメータによる計測（現状）

28
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８－２. 策定済み各種要領の改訂（カイゼン）

精度確認試験実施手順
及び試験結果報告書

○○ 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領

・地上移動体搭載型ＬＳ本体の位置及び姿勢の計測に、GNSSやIMUを使う技術（モービルマッピング

システム：MMS）にも精度確認により適用できることを明確化。

※地上移動体搭載型ＬＳは、ＬＳ本体から計測対象までの相対的な位置とＬＳ本体の位置及び姿勢を組合せて観測した結果を
３次元座標値の点群データとして変換する。

※ＧＮＳＳ： 衛星測位システム
※ＩＭＵ： 慣性計測装置

カイゼン後（MMSを追加）現状

精度確認試験実施手順
及び試験結果報告書

29

８－３. 策定済み各種要領の改訂（カイゼン）

○○ TS・GNSSを用いた盛土の締固め回数管理要領

・締固め回数管理システムの納品電子データ形式を規定する。
・複数の締固め回数管理システムからの納品データを効率的
に確認ができる。
・データ形式は「土木研究所資料 第４３７２号を参照する。

※「ＩＳＯ１５１４３ Worksite data exchange」 に準拠

・２０２０年４月より標準形式にて提出する。

・対応ビューワーソフトを国土技術政策研究所より
提供予定。

○ 施工履歴データによる土工の出来高算出要領

・ICT土工の拡大に伴い、施工履歴データの活用が期待されている。
・施工履歴データの利用に先立ち、実施している作業装置の精度確認について
計測センサーの状態を確認する姿勢毎に１回以上として簡素化する。
・バックホウの刃先位置表示とＴＳ計測との較差の平均により確認する。

現状 ３２回の平均 改訂 ７回以上の平均

参照

発注者
提 出

（標準データ）

30
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９. Ｈ３２年度適用に向けた工種

〇〇 ＩＣＴ法面工（現場吹付法枠工他）

・点群データの活用を拡大

〇 ＩＣＴ地盤改良工（深層混合処理）

・施施工履歴データ活用を拡大

〇 ＩＣＴ舗装修繕工

・施工履歴データの活用を拡大

スラリー撹拌工法、噴
射撹拌工法等の履歴
データ活用を検討

法面に対して鉛直
方向の離れを厚さ
として算出

31

○ 三次元点群データを使用した断面図作成マニュアル（案）の改定

三次元点群データから任意地点の断面図作成のための標準的な作業方法の明確化

（参考）ＩＣＴを活用した公共測量マニュアルの策定、改定

◆改定のポイント

ブレークライン設定により、傾斜変換点を含む
正確な地形取得を可能にした。

対象地域全体で三次元地形モデルを作成する
ことで、任意地点の断面図を作成可能にした。

標準的な作業工程を明確化した。

点点群データ

三次元地形モデル

縦断面

横断面

ブレークライン

◆策定のポイント
緑波長のレーザを使って河川等の地形形状（水
底、陸上ともに対象）を面的に取得するための標
準的な作業方法等を規定。

（参考）【航空写真】 【航空レーザ測深による測深成果】

○ 航空レーザ測深機を用いた公共測量マニュアル(案)の策定

河川管理における三次元データ活用のニーズ拡大

32
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

新たな取組みについて

資料－４

①UAV･TLSによる
３次元測量

②3次元測量データによる
設計

⼈の⽴⼊が危険な急傾斜地
でも、短時間で⾯的に３次元
測量を実施

発注者

OK

④検査の効率化

３次元測量を活⽤し出来形検
査書類を⾃動作成。
検査の効率化を実現。

設計・
施⼯計画

斜⾯上の測量作業 図⾯を元にした設計照査 ⾼所斜⾯上の臨場検査斜⾯上の施⼯

従来施⼯

３Ｄデータを⽤いた検査ICTを⽤いた施⼯・施⼯管理現況を踏まえた設計ＩＣＴを⽤いた
現況測量

検査

③⼭間地の急峻かつ狭隘な現場条件に
適⽤する建機を活⽤し、省⼈化・ 安全
性向上を推進

施⼯測量

３次元測量結果から照査に基づく
断⾯データまたは⾯データを作成

ICT施⼯

従来型建機またはICT建機を適宜選択し施⼯

専⽤モニタ

【断⾯データ】 【⾯データ】

従来建機 従来建機

ICT建機 ICT建機

ICT砂防

１．ＩＣＴを用いた砂防関係工事の効率化
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２．産官学共働によるICT施工の技術基準の策定（試行）

○ 課 題
１．ＩＣＴ施工の拡大に向け、より多くの工種や新たな技術に対応した基準類の整備が必要。
２．ICT関連基準の効率的な策定体制が必要。

○ 進め方（案）
提案規準類の受付開始 （Ｈ３１年下期）

提案内容の確認

基準ＷＧにて審議 （Ｈ３２年１月頃）

適用開始 （Ｈ３２年４月以降）

○ 対応策
１．施工者、ICT機器メーカーや業団体等民間から新たな基準類の提案を受け付ける。

（例） 施工にあたってＩＣＴ基準の必要性が高い工種への提案
開発技術の適用範囲拡大のための提案 等

２．技術基準類の提案の受付け体制の検討

34

３３．ICT施工による安全対策に関する検討

○ i-Constructionの目標である新３Ｋを実現するため、生産性向上だけでなく、
ICT導入による建設現場の安全性向上が期待される。

○ 今後、現現場作業員を必要としない施工や自自律自動施工を視野に入れた場合、
建設機械本体に安全対策が重要。

○ 「死亡事故ゼロを目指し、安全性が飛躍的に向上（平成27年11月、国土交通大臣

会見資料より）」するために、建建設機械施工における安全対策について検討する。

○ 今後の検討内容
１．ICTを導入することによる建設現場の安安全性に関する効果検証

●従来施工・ICT施工における事故事例の抽出及び要因分析
●ICT導入に伴う効果検証

２．ICTを活用した安安全対策技術の選定
●安全性向上に資するＩoＴ機器、ICT機器技術の選定及び検証

３．ICT建設機械を制制御する技術の普及促進
●自動車の自動ブレーキのように、建設機械の安全装置の標準化検討

安全対策に効果が高いICTの普及促進
「建設機械に関する技術指針」の見直し

35
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維持
管理

検査施施工 施工計画・仮設計画起工測量

①UAV･TLSによる
３次元測測量

②3次元測量ﾃﾞｰﾀと３Ｄ設計ﾃﾞｰﾀを利用
施工計画検討の効率化、作業関係者
の意識統一、迅速な変更対応を実現

短時間で面的に３次元測量を
実施

測量作業 ２次元図面利用による施工計画の立案（仮設計画）及び工程管理

搬入路検討

施工機械選定検討

作業範囲検討

設計図面

○ 施工現場では、作業の進捗により作業範囲や機材配置が絶えず変化するため、段取りが
重要。

○ 現場の運営を効率化するには3D設計データを活用した施工シミュレーションが有効。
○ 中小規模工事においても効果のある活用方法を収集し広く周知を図る。

埋設管路検討
現況地形

・施工計画
・仮設計画
・進捗管理

施工シミュレーション施工シミュレーション

従来施工従来施工

４．３Ｄ設計データを工事全体で利活用
（施工シミュレーションの活用）

36

５． 港湾分野における水中部の可視化技術の導入について

○ 水中部の施工において可視化技術の活用・拡大
・施工箇所の可視化により作業効率が向上し生産性向上が期待される
・併せて、潜水士の負担軽減にも繋がり安全性向上にも寄与する
⇒H31dに浚渫工やブロック据付工などにおいて、水中部の可視化技術を活用

平成30年度i-construction大賞
推薦書（東北地整）より

ブロック据付状況図 4Dｴｺｰ管理ﾓﾆﾀ

浚渫状況図 施工管理モニタ

平成30年度i-construction
大賞推薦書（中部地整）より

37

参考資料２

参考資料２－25

kajita
多角形

kajita
テキストボックス
提言①ICT安全

kajita
テキストボックス
提言③中小3D

kajita
線

kajita
線



参考資料２

参考資料２－26



参考資料２

参考資料２－27



参考資料２

参考資料２－28



参考資料２

参考資料２－29

kajita
多角形

kajita
線

kajita
テキストボックス
提言①ICT安全

kajita
多角形

kajita
テキストボックス
提言②監督検査

kajita
線



  

 

平成 31 年 3 月 12 日 

大臣官房  技術調査課 

 

i-Construction の取組をリードする事務所を決定！ 

～i-Constructionの「貫徹」に向け、3次元データや ICT等の導入を加速化～ 

 

国土交通省では、Society 5.0 の実現に向け、測量・調査から、設計、施工、維持管理に至るまで、

建設生産・管理システム全体における３次元データの活用やＩＣＴ等の新技術の導入を加速化します。 

 

○ i-Constructionをより一層促進し、平成 31年の生産性革命「貫徹」に向けて、3次元データ等を

活用した取組をリードする国土交通省直轄事業を実施する事務所を決定しました。 

○ これにより、測量・調査から維持管理までの先導的な３次元データの活用やＩＣＴ等の新技術の

導入を加速化します。 

 

① 「i-Constructionモデル事務所」について    （全国 10事務所） 

１）集中的、継続的に BIM/CIMを活用し、３次元データの活用や ICT等の新技術の導入を加速

化する『３次元情報活用モデル事業』を通じて、事業の効率化を目指します。 

２）積極的に発注者指定型を適用し、３次元データを活用する事業を推進します。 

３）３次元データの活用を前提とした事業プロセスの改善に取り組み、建設生産・管理システム

全体の効率化に向けた不断の改善を目指します。 

 

② 「i-Constructionサポート事務所」について    （全国 53事務所） 

１）工事の大部分で ICT施工を適用する『ICT-Full活用工事』の実施など、積極的な３次元デ

ータの活用等を推進し、i-Constructionの普及・拡大を促進します。 

２）３次元データスペシャリストを育成し、i-Constructionのサポート体制を充実します。 

３）地方公共団体や地域企業の i-Constructionの取組をサポートする相談窓口※を設置します。 

 

なお、上記の他、全事務所において、建設分野における ICTの活用拡大など、i-Constructionの

原則実施を徹底します。 

 

※ 相談窓口の設置については、別途国土交通省 Web Site において公表します。 

 

 

【問い合わせ先】 

国土交通省 大臣官房技術調査課 建設システム管理企画室（那須、辛嶋、嶋田、若林） 

電話 代表 03-5253-8111（内線：22-352，22-353，22-354，22-341） 直通 03-5253-8221 

FAX    03-5253-1536 
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平 成 3 1 年 3 月 1 2 日 
大 臣 官 房  技 術 調 査 課 
総合政策局 公共事業企画調整課 
国 土 技 術 政 策 総 合 研 究 所  

 
平成 31 年度国土交通省土木工事・業務の積算基準等の改定 
～i-Construction の「貫徹」に向け、継続して環境整備に取り組みます～ 

 
国土交通省では、働き手の減少を上回る生産性の向上と担い手確保に向けた働き方

改革を進めるため、建設現場の生産性向上を図る i-Construction の推進等に取り組
んでいます。 

生産性革命「貫徹」の年である本年、公共工事の品質確保に関する受発注者の責務
等を定める品確法(公共工事の品質確保の促進に関する法律)の基本理念等に則るとと
もに、i-Construction の更なる推進や働き方改革に取り組める環境の充実等を図る観
点から最新の実態を踏まえ、土木工事及び業務の積算基準等の改定を行います。 

なお、これらの基準等は、全国の地方自治体にも情報提供することとしています。 
 
【改定項目】 

１．i-Construction の貫徹 
２．働き方改革に取り組める環境整備 
３．品確法を踏まえた積算基準の改定 
４．共通仕様書等の改定 

 
 ※ 詳細は別紙のとおり 
 
 
 
 
  

問い合わせ先            国土交通省 TEL：０３－５２５３－８１１１(代表) 
大臣官房技術調査課          TEL：03-5253-8221  FAX：03-5253-1536 

 （担当）工事全般          事業評価・保全企画官  辛嶋
か ら し ま

 亨
とおる

 （内線22353） 

 （担当）土木工事共通仕様書等    課長補佐        矢野
や の

 則
の り

弘
ひ ろ

（内線22357） 

 （担当）業務全般          課長補佐        那須
な す

 大輔
だ い す け

（内線22352） 

 （担当）電気通信関係        課長補佐        小嶋
こ じ ま

 正一
しょういち

（内線22364） 
総合政策局公共事業企画調整課     TEL：03-5253-8286  FAX：03-5253-1556 

 （担当）標準歩掛          課長補佐        矢野
や の

 公
と も

久
ひ さ

（内線24953） 

 （担当）ICT施工技術基準類           課長補佐        二瓶
に へ い

 正康
ま さ や す

（内線24921） 

（担当）機械設備積算基準      課長補佐        小澤
お ざ わ

 直樹
な お き

（内線24943） 
国土技術政策総合研究所社会資本マネジメント研究センター社会資本システム研究室 
                   TEL：029-864-2677  FAX：029-864-2547 

お お つ き たかし
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別紙 
○土木工事積算基準等改定概要 
 
１．i-Construction の貫徹 
＜工事＞ 
（１）ICT 施工の更なる普及（小規模施工の区分の新設） 

土工（掘削）において、現行の施工土量 5 万 m3、1 万 m3 による区分に加え、小
規模（5,000m3 未満）の区分を新たに設定する。 

（２）現場管理費の改定 
新技術導入等に要する現場経費（外注経費等）の増加を踏まえ、最新の実態を

反映し、全工種区分の現場管理費率を改定する。 
（３）ＩＣＴ積算基準の新設 

ICT を取り入れた技術により生産性向上を図るため、積算基準を新設する。 
①「ICT 法面工(吹付工)」、②「ICT 付帯構造物設置工」、③「ICT 地盤改良工(浅 
層、中層混合処理)」の積算基準を新設する。 

 
２．働き方改革に取り組める環境整備 
＜工事＞ 
（４）週休２日に取り組む際の必要経費の計上 

週休２日の実現に向けた環境整備として、現場閉所の状況に応じた労務費、機械
経費（賃料）、共通仮設費、現場管理費の補正係数を継続する。 

（５）週休２日交替制モデル工事（仮称）の試行 
建設業の働き方改革を推進する観点から、休日を確保するための新たな取り組みとし

て、技術者、技能労働者の交替制による週休２日モデル工事を試行する。 
 
＜業務＞ 
（６）旅費交通費の率化について 

実態を踏まえ、旅費交通費の設定を改定する。 
 
３．品確法を踏まえた積算基準の改定 
＜工事＞ 
（７）間接工事費の施工地域補正の適用工種拡大 

下水道工事の実態を踏まえ、共通仮設費、現場管理費の施工地域区分に大都市
補正を適用する。 
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（８）熱中症対策に資する現場管理費補正の導入等 
工事現場の安全（熱中症）対策に係る費用とし、気候及び施工期間を考慮した

現場管理費の補正を導入する。 
（９）被災地域における間接工事費の補正係数（継続） 

東日本大震災被災地（岩手県、宮城県、福島県）及び熊本地震被災地（熊
本県）における工事量の増大により資材やダンプトラック等の不足による作業効率の低
下に伴う間接工事費の補正等について、施工実態を踏まえ平成３１年度も継続する。 

（10）土木工事標準歩掛 
土木工事標準歩掛は、実態調査の結果を踏まえ、新規工種の制定及び既存制定

工種を改定する。 
１）新規制定【１工種】 

①法面工（仮設用モルタル吹付工） 
２）維持修繕に関する歩掛の改定（適用範囲の拡大）【３工種】 

①構造物補修工（ひび割れ補修工）［充てん工法］、②構造物補修工（ひび
割れ補修工）［低圧注入工法］、③構造物補修工（断面修復工）［左官工
法］ 

３）日当たり施工量、労務、資機材等の変動により改定を行った工種【９工種】 
①軟弱地盤処理工（スラリー撹拌工）、②函渠工（大型プレキャストボックスカル
バート工）、③場所打杭工（全回転式オールケーシング工）、④場所打杭工（ダ
ウンザホールハンマ工）、⑤敷鉄板設置・撤去工、⑥路面切削工（切削オーバーレ
イ工 ）、⑦トンネル工 （ＮＡＴＭ）［発 破 工 法 ］、⑧トンネル工 （ＮＡＴＭ）
［機械掘削工法］、⑨小断面トンネル工（ＮＡＴＭ） 

（11）施工パッケージ関係 
物価変動に関する標準単価の見直し等により、施工パッケージ歩掛を改定する。 
１）日当たり施工量、労務、資機材等を改定する工種【１７工種】 

①土工、②土工（ICT）、③吹付のり面とりこわし工、④排水構造物工、⑤コンクリ
ート削孔工、⑥殻運搬、⑦土工（砂防）、⑧路盤工、⑨路盤工（ICT）、⑩アス
ファルト舗装工、⑪排水性アスファルト舗装工、⑫立入り防止柵工、⑬路側工（据
付け）、⑭道路付属物設置工、⑮舗装版破砕工、⑯側溝清掃工（人力清掃
工）、⑰沓座拡幅工 

（12）電気通信編 
電気通信設備に関する標準歩掛は、実態調査の結果を踏まえ、既存制定工種を

改定する。 
１）歩掛改定【５工種】 

①配管・配線工、②配線器具設置工、③通信配線工、④光ケーブル敷設工、⑤トンネル
照明設備設置工 
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（13）機械設備編 
機械設備に関する標準歩掛は、実態調査の結果を踏まえ、既存制定工種を改定する。 
１）歩掛等改定【３工種】 

①点検・整備における一般共通（トンネル換気設備、非常用施設）、②水門設備、③揚
排水ポンプ設備の歩掛等を改定する。 

 
＜業務＞ 
（14）設計業務等標準歩掛 

弾性波探査業務の標準歩掛を実態調査に「照査」を追加する。 
 
４．共通仕様書等の改定 
（15）土木工事共通仕様書等 

土 木 工 事 共 通 仕 様 書 、施 工 管 理 基 準 、電 気 通 信 設 備 工 事 共 通 仕 様 書 につい
て、ＩＣＴ技術の全面的な活用を推進するための基準策定並びに技術基準等との整
合を図り、改定等を実施。 

（16）業務共通仕様書等 
土木設計業務等共通仕様書、測量業務共通仕様書、地質・土質調査業務共通

仕様書、電気通信施設設計業務共通仕様書について、各種基準類の改定等を踏ま
え一部改定する。 

 
※改定される積算基準等の適用は、平成３１年４月１日以降に入札書提出締切日が設定さ

れるものから適用する。 
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（別紙）

建設機械に関する技術指針
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建設機械に関する技術指針

Ⅰ．総 論

第１章 目 的

本指針は、建設工事の施工にあたり望ましい建設機械について定め、こ

れを使用することによって建設工事の効率化、省力化、高品質化、安全性

の向上及び作業環境の改善を促進し、もって建設工事の円滑な実施を図る

ことを目的とする。

第２章 用語の定義

本指針において「建設機械」とは、建設事業（河川、道路その他の公共

施設の維持管理の業務を含む。）の用に供される建設工事用機械をいう。

第３章 適用範囲

本指針は、個別に適用範囲を定めている場合を除き、国土交通省所管直

轄工事に適用することを原則とする。ただし、災害その他の事由により緊

急を要する場合はこの限りではない。

第４章 基本的事項

１．国土交通省所管直轄工事の施工にあたっては、以下に示す事項を満

足する建設機械の使用に努める。

（１）建設機械を操作する者が誤動作を起こすのを未然に防ぎ、緊急

時の操作の安全性を高めるために操作方式が規格化されている。

（２）建設機械操作の熟練度が高くない者であっても容易に操作がで

きるように、操作方式が簡素化、自動化されている。

（３）建設施工現場及びその周辺の環境改善を図るため、建設機械か

ら発生する環境に影響を及ぼす各種要因を低減するための対策が

施されている。
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（４）建設施工現場及びその周辺の安全確保を図るため、転倒、巻込

み等の事故の発生を防止すべく各種安全対策が施されている。

（５）建設機械を操作する者の快適性を高めるために、良好な操作空

間を形成するための各種対策が施されている。

２．前項の建設機械の使用を指定する場合は、仕様書等によりその旨を

明らかにするものとする。

３．第１項の建設機械の使用を指定する場合は、必要に応じその費用を

計上するものとする。

Ⅱ．各 論

第５章 建設機械の操作方式

１．建設機械の操作方式は、別表１に掲げる操作方式を標準とする。

第６章 建設機械の排出ガス

１．排出ガス対策型建設機械とは、本指針第４章第１項に基づき、エン

ジンから排出される排出ガス成分及び黒煙の量が別表２に掲げる基準

値以下のものとし、別途定める「排出ガス対策型建設機械指定要領」

（平成3年10月８日付け国総施第247号）、「第３次排出ガス対策型建

設機械指定要領」（平成18年３月17日付け国総施第215号）、「排出ガ

ス対策型建設機械の普及促進に関する規程」（平成18年国土交通省告

示第348号）により指定された建設機械をいう。

２．別表３に掲げた建設機械（ただし道路運送車両法における大型特殊

自動車及び小型特殊自動車以外の自動車を除く）を国土交通省所管直

轄工事に使用する場合は、排出ガス対策型建設機械の使用を原則とす

る。

３．「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律」（平成17年法律
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第51号）に基づき技術基準に適合するものとして届出された特定特殊

自動車を、国土交通省直轄工事（トンネル工事を除く）に使用する場

合には、前項は適用しない。
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別表１

機 種 操縦装置 機 能

バックホウ 右作業レバー 前方へ押すとブーム下げする

後方へ引くとブーム上げする

右に倒すとバケットダンプする

左に倒すとバケット掘削する

左作業レバー 前方へ押すとアームを押し出す

後方へ引くとアームを引き戻す

右に倒すと右旋回する

左に倒すと左旋回する

右走行ペダル 前部を踏み下げる（レバーの場合は前
(右走行レバー) 方に押す）と右クローラが前進する

後部を踏み下げる（レバーの場合は後
方に引く）と右クローラが後進する

左走行ペダル 前部を踏み下げる（レバーの場合は前
(左走行レバー) 方に押す）と左クローラが前進する

後部を踏み下げる（レバーの場合は後
方に引く）と左クローラが後進する

操作レバー等の配置は、右から右作業レバー、右走行
ペダル（右走行レバー 、左走行ペダル（左走行レバ）
ー 、左作業レバーの順であること）

移動式 旋回レバー 前方へ押すと上部旋回体がオペレータ
クレーン から見てブームの方向に旋回する

(前後方向 後方に引くと上部旋回体がオペレータ
操作ﾚﾊﾞｰ) から見てブームと反対側に旋回する

巻上げレバー 前方へ押すとフックが下降する

後方へ引くとフックが上昇する

ブーム起伏レバ 前方へ押すとブームが下がる

ー 後方へ引くとブームが上がる

ブーム伸縮レバ 前方へ押すとブームが伸びる

ー 後方へ引くとブームが縮む
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操作レバーの配置は、左側から時計回りに旋回レバー、
巻上げレバー、巻上げレバー（１本の巻上げレバーで対
応する場合は除く 、ブーム起伏レバーの順であり、オ）
ペレータシートを中心にして旋回レバーは左側、ブーム
起伏レバーは右側にあること

ブーム伸縮レバーがある場合は、オペレータシートを中
心にして左側に配置され、オペレータが当該レバーを容
易に識別できること

旋回レバーの配置は、オペレータシートを中心として最
も左側にあること

移動式 (1) ブーム伸縮レバーがある場合

クレーン 右作業レバー 前方へ押すとフックが下降する

(クロスシ 後方へ引くとフックが上昇する

フトレバー 右に倒すとブームが下がる

) 左へ倒すとブームが上がる

左作業レバー 前方へ押すとフックが下降する

後方へ引くとフックが上昇する

右に倒すと上部旋回体が右旋回する

左へ倒すと上部旋回体が左旋回する

ブーム伸縮レバ 前方へ押すとブームが伸びる

ー 後方へ引くとブームが縮む

(2) ブーム伸縮レバーがない場合

右作業レバー (1) と同じ

左作業レバー 前方へ押すとブームが伸びる

後方へ引くとブームが縮む

右へ倒すと上部旋回体が右旋回する

左に倒すと上部旋回体が左旋回する

操縦レバーの配置は、(1)，(2)ともにオペレータを中心
にして右作業レバーは右側、左作業レバーは左側にある
こと

ブーム伸縮レバーがある場合は、オペレータシートを中
心にして左側に配置され、オペレータが当該レバーを容
易に識別できること
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ブルドーザ 操向 左手で操作できること

前後進切替 作業時に操縦装置を持ち換えることな

変速 く個々の操作が可能であること

クラッチ／ 左足で操作できること
インチング

ブレードの 作業時に操縦装置を持ち換えることな
上げ／下げ く個々の操作が可能であること

ブレードの
チルト

ブレードの
アングリング

リッパの 左右方向に操作すること
上げ／下げ

作業時に操縦装置を持ち換えることな
リッパのチルト く個々の操作が可能であること

操縦装置の中立位置に対する動きは、操作で作動する機
械の動きとほぼ同じ方向であること

走行に関わる操作は左手又は足で、作業機の操作は右手
で行うこと

ノブスイッチ等により操縦装置自体の機能を切換えない
こと
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別表２

対象物質

（単位） HC NOx CO 黒煙

出力区分 (g/kWh) (g/kWh) (g/kWh) (%)

7.5～15kW未満 2.4 12.4 5.7 50

15～30kW未満 1.9 10.5 5.7 50

30～272kW以下 1.3 9.2 5.0 50

測定方法は、別途定める「排出ガス対策型建設機械指定要領」、「第３次排出ガス対策型

建設機械指定要領」、「排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程」のいずれかに

よる。
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別表３

機 種 備 考

バックホウ トンネル工事用建設機械:ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ出力30～260kW(40.8～353PS)

一般建設機械:ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ出力7.5～260kW(10.2～353PS)

トラクタショベル トンネル工事用建設機械:ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ出力30～260kW(40.8～353PS)

一般建設機械:ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ出力7.5～260kW(10.2～353PS),車輪式

大型ブレーカ トンネル工事用建設機械:ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ出力30～260kW(40.8～353PS)

コンクリート吹付機 同上

ドリルジャンボ 同上

ダンプトラック 同上

トラックミキサ 同上

ブルドーザ 一般建設機械:ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ出力7.5～260kW(10.2～353PS)

発動発電機 一般建設機械:ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ出力7.5～260kW(10.2～353PS),可搬式(溶
接兼用機を含む）

空気圧縮機 一般建設機械:ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ出力7.5～260kW(10.2～353PS),可搬式

油圧ユニット 一般建設機械:ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ出力7.5～260kW(10.2～353PS),基礎工事
用機械で独立したもの

ローラ 一般建設機械:ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ出力7.5～260kW(10.2～353PS),ロードロ
ーラ、タイヤローラ、振動ローラ

ホイールクレーン 一般建設機械:ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ出力7.5～260kW(10.2～353PS),ラフテレ
ーンクレーン
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